
Ⅰ　序論
１　背景
　「アジア間貿易論」を提起した杉原は「ア
ジア間貿易を支えた農民，労働者の追加的購
買力の大宗は，実は綿布や雑貨に向かったの
ではない。エンゲル係数の極めて高いこの段
階では購買力は主として主食用穀物や若干の
香辛料，海産物などに向かった。中でも米が
彼らの支出に占める位置は決定的に重要で
あった。」（杉原 1985，p.34），「日本の米市
場でも朝鮮米以外の外米は全国的に需要さ
れ，都市の雑業層や代替穀物のない米産地の

劣等食糧として重要であった」（同，p.37），「安
価な基本食糧の確保は一方で日本の工業化の
基礎となり，アジア内国際分業体制の成立を
促進するとともに，他方では日本の対欧米輸
出競争力の強化にも貢献したにちがいない。」

（同；39p）とし，戦前のアジアの貿易にお
ける米をはじめとする食料品の重要性を説い
た１）。
　筆者もアジアの食料流通の研究に一貫して
取り組んできた。その過程で，戦前期に日本
からアジア各地に食品が輸出されている実態
を把握した（荒木 2014，荒木 2015，荒木・
林 2015）。今日でこそ多くの日本企業が積極
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的な海外展開を行っているが，戦前の企業も
それに劣らず，海外市場２）に自社製品の販路
を広げる活動を展開していたのである。今日
の企業の海外市場の開拓，生産拠点の移転と
いった活動のルーツは戦前にまでさかのぼる
ことができるといえる。しかし，それに対す
る十分な研究成果は得られていない。
　確かに今日の自由貿易を前提とした海外展
開と，当時のブロック経済の下での海外展開
は単純に比較できるものではない。しかし，
当時の食品製造業者らをはじめとする食品企
業が市場の海外展開を模索していたことは事
実であり，実際に荒木・林（2015）では少な
からぬ日本食品が台湾市場に受け入れられて
いたことが明らかになった。その文脈におい
て戦前の限られた時期かもしれないが，日本
の食品企業の海外展開はアジアと共存共栄し
たかのようにもみえる。その実態を把握し，
当時の文脈を踏まえて分析・解釈することは，
多くのアジア諸国において多様な海外事業を
展開する今日の日本企業の方向性を検討する
上でも，重要な観点を提供しうると考えた。
その際，食品に着目することで，金属や機械
などのいわゆる近代工業の文脈に比べて，よ
り文化的な側面を重視できることも付記した
い。海外における日本製食品の受容は現地の
食文化や当時の流行などと深い関連を持つか
らであり，日本の食品企業の海外進出は日本
の食文化の海外進出とも読み替えることがで
きるからである。今日の企業の海外展開の文
脈においても，文化の受容という観点からの
アプローチは有効であると考える３）。

２　目的
　以上を念頭に，戦前の日本の食品企業の海
外展開，すなわち日本製食品の輸移出をはじ
め，販売網の構築，生産の現地化など，海外
市場を前提とした活動の実態を明らかにする

とともに，それら企業が提供した日本食品や
日本製食品が現地市場にどのように受容され
たのかを解明することを大きな構想として掲
げたい。また，それは今日の日本企業の海外
展開に資する観点を提供しうるとも考える。
しかしながら，戦前の日本食品企業の海外展
開の研究は十分に手がつけられていない。従
来的に日本企業の海外展開に関しては，巨大
財閥や国策企業による資源調達や植民地支配
の文脈で論じられることが多かったからであ
る。実際，第２次世界大戦までの日本の食料
貿易に関する研究成果は少なくない。とくに
台湾からの砂糖，朝鮮米や台湾米，満洲大豆
などについては関心も高く，それに関わっ
て財閥や南満洲鉄道株式会社などの役割を
論じた成果も多数に上る（岡部 2008，春日 
2010）。このような国策・資源調達と結びつ
いた戦前の大企業の海外での活動には少なか
らぬ関心が寄せられてきた一方で，個別の企
業の海外展開は注目されてこなかった。また，
海外からの食料資源の調達という側面には焦
点が当てられたものの，個別の日本製品のア
ジア市場への浸透，あるいは文化的背景を踏
まえたアジア各地での受容という側面につい
ても同様に関心が薄い。実際，日本製食品の
輸出や現地生産などについては十分な研究成
果が得られていない。本研究が注目したのは
この点である。筆者は個別の企業は巨大な財
閥などとは別の形態の海外事業を展開し，積
極的に海外市場へ進出し，一定の販路を確保
していたと考える。実際に台湾での先行研究
では，内地からの移住者のみならず，現地の
人々にも受容されたことが明らかになった

（荒木・林，2015）。こうした状況を他地域，
他品目においても確認することができれば，
戦前の日本企業のアジア進出を従来の資源調
達や植民地支配とは異なる視点から位置付け
ることができる。それを担ったのは巨大な国
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策企業ではなく，酒類や調味料，菓子など日
常の食生活を支える多様な食品企業であっ
た。それは一方的な資源の調達ではなく，文
化の輸移出と受容という側面も持っていたと
考えられる。
　以上，本研究の大きなフレームワークは戦
前の日本の食品企業に注目してその海外展開
を描き出すことである。しかし，個別の食品
企業の海外展開に関する従来の研究蓄積は乏
しい。そのため本研究では分析の枠組みとな
る企業の海外展開の類型の検討に主眼を置い
た。具体的にはフードシステムの枠組みに基
づいて，日本の食品企業を軸にしたフード
チェーン構築の類型化に取り組むものである
４）。同時にそれは，フードシステム／フード
チェーンの概念を用いて戦前の日本の食品企
業の海外展開を把握しようとする試みであ
る。

３　資料と方法
　まず，主たる研究対象とする海外事業を展
開した戦前の日本の食品企業についてである
が，戦前の統計などでは品目が限定されてい
ることや，今日のような海外投資に関するま
とまった統計資料が存在しているわけではな
く，現在の企業調査と同様の検討を行うこと
は困難である。そこで着目したのが社史であ
る。これらの食品企業の社史に注目すること
で，戦前の海外での活動実態を一定程度明ら
かにできるのではないかと考えた。例えば，
カゴメ，キッコーマン，味の素，森永乳業，
大日本麦酒，明治製菓などが日本食や日本製
食品の海外展開を積極的に行ってきており，
その一端は社史にも描かれていることが筆者
のこれまでの研究から把握できている。こう
した社史を通じて戦前の日本の食品企業の海
外展開の年次的な推移や拠点の立地，販売網
の開拓や商品の展開を一定程度把握すること

は可能であると考えた。
　次に方法であるが，既に述べたように本研
究はフードシステムやフードチェーンを分析
概念として用いる。同概念をもちいた今日の
日本の食品企業を対象にした研究，すなわち
現在の海外からの原料調達や海外市場との関
係を論じた研究は少なくない。例えば，トマ
ト加工品の原料調達を論じた後藤（2002）や
同様に鶏肉を取り上げた後藤（2004），牛肉
を取り上げた大呂（2012），梅干しを取り上
げた則藤（2012）などである。また，外食
産業や小売業の海外展開を取り上げた川端

（2011，2016），アグリビジネス全般について
論じた後藤（2011）などがある。こうした切
り口はすでに一般的となっているといえる
が，同様な手法で戦前の食品企業を取り上げ
た例は未見である。その嚆矢としたい。
　具体的な検討の手順は以下の通りである。
まず第Ⅱ章では現在までの研究を踏まえて，
予察的な類型を示す。次に第Ⅲ〜Ⅳ章では得
られた社史の情報から，戦前の日本の食品企
業の構築したフードチェーンを示す。最後に
以上の検討を踏まえて，戦前の食品企業の海
外展開の類型を提示したい。

Ⅱ　海外展開の類型
　ここでは海外展開する食品企業をフード
チェーンの形態に従い，幾つかの類型に区分
する。ここでいうフードチェーンとは農産物
や林産物あるいは水産物などの食料資源の生
産，獲得からそれらの加工や流通を経て，最
終的に消費されるまでの一連の連鎖をいう

（荒木 2002，荒木編 2013）。一般的にフード
チェーンは食料資源の産地と消費地とを連結
する形で構築され，食品企業はチェーン全体
あるいはその一部の構築にかかわる。その
際，どのようなチェーンの構築を目指したか
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によって，大きく２つの類型を想定した。資
源調達型と商品輸出型である。
　前者は食料資源の調達を海外に求める
チェーンの構築をめざすもの，逆に，後者は
海外に当該食品の市場を求めるチェーンを構
築しようとするものである。前者は国外から
国内へと向かうチェーン，後者は国内から国
外へと向かうチェーンでもある（第１図①）。
前者を資源調達型のチェーン，後者を商品輸
出型のチェーンということができる。例えば，
戦前には台湾から大量の砂糖が移入されてお
り（荒木 2014），これは海外に食料資源を求
めた前者の例ということができる。その一方，

「味の素」は内地だけではなく，台湾や朝鮮，
さらには中国大陸や北米大陸でも販売量を伸
ばしている（荒木・林 2015）。これは海外に

市場を求める後者のチェーンの構築というこ
とができる。
　以上が最も基本的な２類型であるが，フー
ドチェーンの性格からさらに幾つかに細分す
ることができる。前者においては，単なる食
料資源の輸入にとどまらず，海外に工場を建
設し，食料資源を加工した上で輸入するなど
の海外展開もみられる。実際，台湾には多数
の製糖工場が建設された。また，後者におい
ても，商品の輸出だけではなく，海外に工場
を置き，積極的に海外市場を開拓しようとす
るものも認められる。国内市場への供給を前
提にした海外への工場設置と海外市場への供
給を前提にした海外への工場設置に区別する
ことができる（第１図②）５）。さらに別の観
点からは，海外市場を前提としたものであっ

資源調達型 商品輸出型
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海外

市場

市場市場

国内

海外
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市場市場
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③
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第１図　戦前の日本食品企業の海外展開をめぐるフードチェーンの予察的類型
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ても，現地の日本人社会をターゲットにした
ものか，非日本人社会をターゲットにしたも
のかによる区分も可能である（第１図③）。
例えば，荒木・林（2015）では当該商品の内
地の一人当たり消費量と台湾での一人当たり
消費量の検討から，それが台湾の日本人向け
の商品か，台湾の現地人向けの商品かを論じ
た。以下，予察的類型を踏まえて，具体的な
企業の海外展開を検討する。

Ⅲ　資源調達型チェーンの展開
　　（国内市場へ供給）
　ここでは資源調達型チェーンを検討する。
具体的には社史から当時の企業活動を把握す
ることができた以下の企業を取り上げる。海
外での農産資源の調達に取り組んだ企業とし
て，明治製糖，豊年製油，日清製油，日本油
脂に着目する。明治製糖は台湾からの砂糖，
後３者はいずれも満洲大豆を媒介としたフー
ドチェーンを構築した。また，これとは別に
水産資源に着目したフードチェーンの構築の
例として大洋漁業と日本水産を取り上げる。

１　�台湾からの食料資源の調達：明治製糖の例
　明治製糖が戦前に編纂した社史『明治製糖
株式会社三十年史』（1936）によって，同社
の海外展開を把握する。同社は1906年に台湾
塩水港庁（現台南市）に設立され，1908年に
蕭壠工場（現台南市）を建設，製糖作業を開
始する。工場建設地の選定にあたってはサト
ウキビ産地ということが勘案されたことが記
されているほか，直営農場も所有していた。
これと前後して1907年には蔴荳製糖合股会社
を合併し，蔴荳工場（現台南市）としている。
さらに1909年に蒜頭工場（現嘉義県）を建
設するとともに徐々に生産能力を増強した。
1910年には維新製糖合股会社（現台南市）を

買収（工場は1912年總爺工場開設とともに閉
鎖），1912年には總爺工場（現台南市）を新
設する。これら台湾の製糖工場は内地へ原料
糖を供給したのであるが，1912年に横浜精糖
株式会社と合併し，川崎工場（川崎市）を継
承する。大正期に入ると，1913年に中央精糖
株式会社と合併し，南投工場とする。この時，
蕭壠，蒜頭，總爺，南投の４工場の１日の粗
糖製造能力は4000トンであったとされてい
る。また，国内の精糖能力を増強するために
1916年に戸畑工場を竣工させる。さらに1920
年に大和精糖株式会社と合併し渓湖工場（現
彰化県）とし，1923年には日本甜菜製糖株式
会社を吸収合併し，清水工場（現北海道十勝
管内清水町）とする。さらに1923年の関東大
震災で川崎工場が被害を受けたこともあり，
神戸工場を買収し，川崎工場の復旧までの需
要を補った。
　一方で，この時期の中国大陸への輸出拡大
を受けて，上海への工場建設を進め，1924年
に明華糖廠として生産を開始する（上海事変
で操業が止まる）。また，鈴木商店の破綻を
受けて，東洋製糖株式会社の烏樹林（現台南
市），南靖工場（現嘉義県）を獲得する。こ
れら工場への原料供給を担ったのは旧台南州
一帯であり（第１表），工場建設とともに資
源調達の仕組みを構築していったことがうか
がえる。
　以上が同社の工場展開であるが，明治製糖
はその関連事業としてアジア各地で以下を展
開している。砂糖を原料とすることから明治
製菓株式会社を1916年に設立，内地需要が中
心であるが，1934年には奉天に製菓工場を建
設している。また，株式会社明治商店は製品
の販売を担い，台湾と関東州の主要都市に支
店や出張店を置いた。海外に置かれたのは大
連支店，台北出張店，京城販売所，奉天販売
所，釜山配給所，台中配給所，新京配給所，
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樺太駐在所，哈爾濱駐在所，京城売店，大連
売店，奉天売店，新京売店，台北売店である。
ほかに1918年にスマトラ興業株式会社を設立
し，ゴム栽培に進出するとともに，1935年に
は樺太製糖株式会社を設立し，甜菜糖の製造
に着手している。

２　�満洲などからの食料資源の調達：豊年製
油，日清製油，日本油脂の例

　次に満洲の農産資源である大豆に着目し，
豊年製油，日清製油，日本油脂の海外事業を
検討する。
 （豊年製油）
　まず，豊年製油である。『豊年製油株式会
社二十年史』（1944），『豊年精油株式会社四
十年史』（1963），『育もう未来を　ホーネン
70年の歩み』（1993）から同社の海外展開を
把握したい。豊年製油株式会社は鈴木商店製
油部を前身とし，その４工場（大連，清水，
横浜，鳴尾）を引き継いで1922年に設立され
た。当初は肥料としての利用が主体であった
大豆油粕であるが，大正後半に食用大豆油の
精製法が確立されると，徐々に生産を伸ばし
ていく。1924年に23,611トン（うち豊年製油
のシェア71.9%）であった大豆油の国内生産
は，1929年に40千トン，1932年には50千トン
を超え，1938年には67千トン（同64.3％）に
達する。またその販売を支えたのが「豊年会」

と呼ばれる販売組織であった。1937年の会員
数は全国２府20県で千人を超えたといい，国
内需要が主力であったことがうかがえる。
　戦時体制が強化されるようになると1939年
に有機質肥料の統制組織である大日本大豆油
工業組合が設立され，1940年には日本肥料統
制株式会社，日本大豆統制株式会社が発足す
る。さらに1942年に帝国油糧統制株式会社が
設立され，軍の影響が強まり，同社もジャワ
のコプラ搾油工場の運営を委託される。また，
1944年には錦州省錦西（現遼寧省）に製油工
場の建設も試みられた。この間，1923年開設
の大連出張所や鈴木商店から引き継いだ大連
工場は終戦によりソ連軍に接収されるまで存
続したが，1930年開設の京城出張所は統制強
化の下1941年に閉鎖，1934年開設の清津出張
所は1940年に閉鎖，同年1927年開設のロンド
ン駐在所，1939年開設の新京駐在所も閉鎖に
なる。なお，1930年開設のハルビン駐在所は
1937年に閉鎖となっている。
 （日清製油）
　次に日清製油である。『日清製油六十年史』

（1969），『日清製油八十年史』（1987），およ
び『日清オイリオグループ100年史』（2007）
から同社の海外展開を把握したい。日清戦争
後満洲から大豆油粕が輸入されるようになっ
たのが，日本の製油業が発達するきっかけで
あったという。満洲産豆粕事業の将来性に期

第１表　明治製糖の工場別原料供給地域

州名 工場名 耕地面積
（甲）

蔗作適地面積
（甲）

毎年期平均甘蔗
植付け面積（甲） 蔗農家戸数

台南州 總爺工場 7,896 6,104 1,734 2,770
同 蕭壠工場 18,033 10,713 2,405 9,762
同 烏樹林工場 21,357 10,836 2,190 3,653
同 南靖工場 31,331 17,023 2,843 7,904
同 蒜頭工場 23,712 18,051 3,915 4,791
台中州 南投工場 25,805 11,490 1,850 7,075
同 渓湖工場 23,507 16,759 3,444 5,166
計 151,641 90,976 18,381 41,121
資料：明治製糖株式会社三十年史
注：甲は台湾で使用される面積単位，約１ha。
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待して日清豆粕製造株式会社が誕生するのが
日露戦争後間もない1907年である６）。同年に
営口に出張所を設けるとともに大連に工場用
地を確保し，翌年に運転を始める。第１次世
界大戦に伴う需要増で輸出も伸び，アメリカ
向け大豆油と，内地向け大豆油粕が主力と
なった。この時，1918年に社名を日清製油株
式会社に変更している。同時に営業網の整備
を進め，中国北部では開原，長春，ハルビンに，
台湾では台北と高雄に出張所を開設したとあ
る７）。また，ロンドン駐在所やシアトル駐在
所も置かれた。元来，油粕は肥料としての需
要が中心であったが，1924年に大豆油の食用
化（サラダ油の市場投入）を実現したのが同
社である。大連工場も昭和初期からサラダ油
の製造を開始し，満洲（国）内で販売された。
　なお，関連事業として1919年に大連に満洲
ペイントを設立し，朝鮮には農業開発と油脂
産業の振興を目指して1918年に朝鮮肥料株式
会社を設立している。昭和に入ると化学肥料
に押されるとともに，景気の悪化から1929年
から30年にかけて，長春，開原，奉天の出張
所を閉鎖，欧米の駐在所や台湾の出張所も閉
鎖している。その後，満洲事変，満洲国建国
後は子会社を設立して，ハルビン，新京，四
平街の出張所業務を担わせ，農産物の買い付
け事業を拡大した。1940年以降は戦時統制の
もとに植物油脂業界も組み込まれていく。具
体的には1942年に占領地であるペナンで製油
工場を運営している。
 （日本油脂）
　加えて，日本油脂を取り上げる。同社は
1937年に当時日本産業の傘下にあった日本食
糧興業，国産工業不二塗料製造所，ベルベッ
ト石鹸，合同油脂が合併して設立された会
社（第１次日本油脂）である。『日本油脂三
十年史』（1967）からその海外展開を把握す
る。同社の海外展開は当時の日本の大陸政策

や日中戦争の進展に伴い， 朝鮮，満洲，上海，
さらに太平洋戦争の開始とともに南方へと進
む。まず，朝鮮であるが，1933年に設立され
た朝鮮油脂株式会社（本社清津，のちに京城）
は当地で盛んなイワシ漁から魚油事業を展開
していた。1936年と37年に日本産業が株式を
取得しその傘下に入ったことから，日本油脂
の設立とともにその経営下に置かれた。もと
の合同油脂，日本食糧工業の経営下にあった
朝鮮の水産事業は朝鮮油脂のもとに統合され
た。その後，朝鮮油脂は吸収合併を進め，も
ともとの清津工場に加え，いずれも咸鏡北道
に西水羅工場（羅津），魚大津工場，良化工場，
黄津工場，城津工場，咸鏡南道に遮湖工場，
新浦第一工場，同第二工場，江原道に長箭工
場を獲得する。これらはいずれも魚糧工場で，
同社水産部，油脂部の事業であるが，1939年
に新規事業として火薬事業に進出し，1940年
に仁川火薬工場の操業を開始している。
　一方，大豆を油脂原料とした満洲では，
1938年に奉天油脂株式会社（のちに満洲油脂
株式会社）を設立し，奉天工場，大連工場な
どで石鹸をはじめとした多様な油脂製品を製
造した。また，1938年には満鉄傘下の大連油
脂工業株式会社を買収し，大連工場で大豆油
製品を製造し８），1939年にはラッカーと溶接
棒の製造販売を行う満洲化工株式会社を設立
し，奉天に工場を置いた。これは当時，大豆
事業を基盤にして，各種化学工業への進出が
社の方針として目指されたことによる。
　中国大陸では1937年の上海事変をうけて，
上海の中国人経営の各種事業を日本軍が接収
することになってからは，上海の油脂事業の
経営を委託され，1938年から上海に進出する。
そこでは油脂工場と塗料工場，搾油工場を経
営した。さらに太平洋戦争が始まり，租界へ
日本軍が進駐すると，米英が経営する会社も
接収され，石鹸やグリセリン，ローソクなど
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を生産する主要な化学工場が同社の経営下に
入った。同様に東南アジア方面での占領地の
拡大に伴い，1942年にマニラにフィリピン出
張所を開設，セブ島の搾油工場，マニラの搾
油工場の経営を委託され，マーガリン，石鹸
などを製造した。また，シンガポールにおい
ても1944年からドラム缶代替の木樽の製造が
試みられたほか，ジャワでも1943年から軍が
接収した塗料工場を経営し，軍用に塗料を製
造した。海南島でも1939年に日本軍が上陸し
たことで，同社が油脂資源開発に取り組み，
４工場を経営した。このほか，台湾でも台北
工場での石鹸の製造，台南工場での搾油事業
などの事業を展開した。

　以上までの４つの企業の海外からの食料資
源調達を，予察的類型（第１図）に従って模
式化したものが第２図である。おおむね，第
１図に示した骨格を認めることができるが，
４企業ともに海外に工場を置き，資源調達型

の②のタイプといえる。また，海外の産地か
ら内地の市場という枠組みを基本とはしてい
るものの，海外市場への展開も複数の企業で
認められ，決して単純な一方向のチェーンの
構築のみではなかったことを指摘できる。内
外地の工場や関連会社などを通じて，海外市
場にも展開していたことがうかがえる。例え
ば，豊年製油では満洲の大豆資源→大連工場
および内地工場→内地消費というチェーンの
展開が明瞭に認められ，予察的類型がよく当
てはまるものもあったが，内地向けと並行し
て北米向け輸出も活発であった日清製油や，
関連会社を通じて商品をアジア市場に投入し
た明治製糖など単純な構図ではなく，複雑な
チェーンが構築されていたことがうかがえ
る。なお，図中ではとりあげられなかったが，
日中戦争が始まって以降は，軍の影響のもと
に海外事業を展開したことは多くの企業で認
められた。

工場

工場

内
地

海
外

市場

蕭壠工場ほか　1908～

a. 明治製糖の海外フードチェーン模式図

横浜工場ほか　1912～

明治製菓設立　1916～製菓部門

販売会社明治商店

市場
台湾，朝鮮，中国大陸など

台湾サトウキビ産地

内
地

海
外

市場
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b. 豊年製油の海外フードチェーン模式図
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満洲大豆産地

販売組織 豊年会

内
地

海
外

市場
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c. 日清製油の海外フードチェーン模式図

市場

台湾，朝鮮，中国大
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関連会社
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朝鮮　イワシ漁 満洲大豆産地

市場
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第２図　食料資源調達のフードチェーンの模式図
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３　�水産資源の調達：大洋漁業，日本水産の例
　次に海外からの水産資源の調達に着目し，
大洋漁業と日本水産を取り上げる。
 （大洋漁業）
　大洋漁業についてはその社史『大洋漁業八
十年史』（1960）から同社の海外展開を把握
する。林兼（当時）が新漁場を求めて朝鮮に
進出したのは1907年のこととされる。発動機
船を使って鮮魚のまま内地市場に運搬するこ
とを狙ったものであった。これに端を発する
日朝間鮮魚運搬はその後拡大し，1907年に６
隻であった発動機運搬船は，４年後に19隻，
1919年には300隻以上になっていたという。
また，林兼の仕込漁船も1909年頃には200〜
300隻，1910年代半ばには1,000隻を超える規
模に達したという。朝鮮での根拠地は当初サ
ラン島，その後羅老島に移り，半島南部の多
島海，及び東海岸（方魚津（現蔚山市），九
竜浦（現浦項市），江口（慶尚北道））に展開
した。1921年には北洋漁業に進出し，サケ・
マスの買い付けと運搬を始め，1933年にはカ
ムチャツカでも操業を開始するとともに北千
島に缶詰工場を建設する。しかしながら，同
社の北洋漁業は軌道にのることなく，他社に
移管されていく。1935年には北洋漁業から手
を引き，南氷洋捕鯨に乗り出し，1936年秋に
船団を出漁させている。この南氷洋捕鯨は
1941年まで続けられるものの，戦争の激化に
伴い，捕鯨母船は軍に徴用され，撃沈される
こととなる。同様に戦時体制のもとに海外事
業が組み込まれていくことになる。
　台湾進出は1925年の機船底びき漁業のため
に基隆，高雄への駐在員の派遣に始まり，基
隆に台湾支店を設置，1932年からは造船，缶
詰工場，冷蔵庫を設けるほか，台南には内地
のトマトサーディン缶詰に充当するためのト
マトケチャップ工場を建設した。1941，42年
の最盛期には高雄を根拠とする直営機船底び

きは21組，42隻をかぞえ，関連会社として設
立した西台湾水産株式会社も６隻の底びき船
を経営したが，1943年の水産統制令により，
南日本漁業統制会社に事業が統合させられる。
　満洲では1934年に新京に事務所を開設した
のを皮切りに，各地に出張所，営業所を置い
て，冷凍・冷蔵庫の整備を始め，漁業，畜産，
農業と食料の現地生産や集荷に従事した。畜
産開発としては興安北省三河で牧場を経営
し，バター工場を設けたほか，孫呉，チャム
スでも牧場を経営，白城子では畜産加工と臓
器製剤の製造工場を，チチハル，チャムス，
ハルビン，延吉，牡丹江などに畜産処理施設，
牡丹江に石鹸工場，公主嶺に人造バター工場
を有していた。農事部門では海倫，白城子で
澱粉製造，公主嶺，吉林省では植林事業を実
施している。さらに1938年にはハルビンに漁
業部を設置し，内水面漁業経営に着手する。
翌39年には満洲里に興安水産株式会社，1942
年にはチチハルに竜江水産株式会社を設立す
る。しかし，1945年には全満洲の淡水魚の統
制会社である満洲水産株式会社となる。他方，
海洋漁業では1944年に営口を拠点として機船
底びき網漁業を開始している。
　先の事例と同様に，戦時色が強まると軍や
統制令の影響を受けるようになる。同社も
1937年に日華事変が始まると，軍とともに進
駐する。天津，青島，北京と本部を移動させ
ながら，占領地に11の出張を設け，1943年ま
でに120名の社員，500名の工員が北支・中支
の食料供給・陸海軍の食料納入事業に従事し
たという。具体的には天津から，北京，青島，
石家荘，太原などの主要駐屯地に出張所を置
き，供給網を形成した。内地からの冷凍魚は
天津，青島に冷凍運搬船をもちいて月に５〜
６回の搬入を行ったとある。また，鮮魚のみ
ならず，サイダー，醤油，ブドウ酒，冷凍鶏
卵，冷凍牛肉なども納入したという。ほかに，
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1939年に海軍の封鎖下にあった渤海沿岸と山
東沿岸の漁業権許可を得て，山東半島の威海
衛，石島を拠点とした操業を開始するととも
に石島の冷蔵庫を買収して，現地での供給を
行っている。1942年には青島に設立された山
東漁業統制株式会社など各地で統制会社がつ
くられ戦時体制に組み込まれる。ほかに華北
の陸軍納入事業一元化のために林兼北支営業
所と日本水産北支営業所を合併して北支凍魚
組合を設立，さらに華北水産畜産統制協会の
設立などである。また，1939年には軍の要請
で広東魚市場の組織に参画し，同年に海南島
が占領下に入ると同島楡林を根拠地として南
シナ海の漁業経営を行っている。
　これとは別に1938年にはメキシコ政府から
漁業許可を得て，冷凍母船を中心にした船団
をエビ漁に出漁させている。２年間で約1,500
トンの冷凍エビを得，そのうち1/3を米国市
場に輸出し，残りを内地向けとしている。南
方ではスラバヤ営業所がマグロはえ縄など25
隻，小型大敷網などの事業を行うとともに農
水産加工も手がけた。ラングーン営業所もマ
グロはえ縄など15隻のほか，製氷，畜肉冷凍，
造船工場などの事業を行った。シンガポール
営業所は９隻でマグロ・カツオ漁，ほかに製

塩工場，水産加工，塩干魚製造，集荷を行っ
た。ラバウル営業所は10隻でマグロ漁業，ブー
ゲンビル島方面への漁獲物の供給，製氷工場
の経営を行った。他に，プノンペン，マカッ
サル，タバオ，サイゴン，マニラ，バンコッ
ク，バタンなどにも営業所をおき漁業，冷凍
冷蔵，食品加工などを展開した。
 （日本水産）
　次に日本水産で，社史である『日本水産50
年史』（1961）により同社の戦前の海外展開
を把握する。前身である「共同漁業株式会社

（その前身は田村汽船漁業部）」が日本産業株
式会社の傘下に入り，1937年に日本水産株式
会社に社名を変更して以降，事業が拡大して
いく。当時の同社は①トロール漁業，母船式
カニ漁業，母船式捕鯨業，近海捕鯨業，②製
氷，冷凍，冷蔵事業ならびに水産加工業，③
水産物販売業，④それらに関連する投資事業
の４つの部門を有していた。1940年当時の所
有船舶数は237隻，総トン数144千トンになり，
朝鮮，台湾，中国全土及び樺太でも事業を展
開している。さらに投資会社は1927年に10社
だったものが40年には157社（漁業関係13社，
製氷冷蔵関係59社，販売関係45社，加工関係
９社など）にのぼり，海外事業も少なくない

第２表　日本水産の主な投資会社（1940年）
社名 資本金 払込資本金 本社所在地 事業概要株式会社を省略 万円 万円

関東水産 150 37.5 旅順 底びき網漁船20隻
合同漁業 550 550 小樽 定置網
拓洋水産 200 200 高雄 底びき網漁船７隻
日満漁業 100 100 大連 底びき網漁船20隻
日東漁業 100 70 下関 大型底びき網漁船28隻
日之出漁業 100 64 下関 トロール船5隻，底びき網漁船6隻
北洋水産 645 645 函館 北千島サケ・マス漁業
ボルネオ水産 250 140 東京 タワオ（ボルネオ）でカツオ・マグロ漁業
共立水産工業 400 235 横浜 水産皮革の加工販売
東部水産 100 100 花蓮 台湾東海岸での魚市場代行業務，製氷冷凍業
日本水産研究所 100 25 小田原 水産に関する調査研究
日本漁網船具 200 200 東京 漁網船具の製造販売　漁業燃油の配給
資料：日本水産50年史
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（第２表）。1935年度から船団を編成し，南氷
洋捕鯨に出漁するとともに，1940年度から北
洋捕鯨にも出漁している。また，1928年の共
同漁業時代から海外トロール漁場の開発に取
り組み，トンキン湾，ベーリング海，豪州沖，
カリフォルニア湾，アルゼンチンにまで出漁
している。これらは内地需要に向けられると
ともに，海外市場にも送られた。例えば，豪
州北西沖で操業したトロール船５隻は漁獲の
一部を海峡植民地に販売，カリフォルニア湾
のエビ漁の半分をアメリカに，漁類はフィ
レーとしてアメリカに販売したとある。1935
年に設立した日満漁業株式会社は大連を根拠
地に渤海や黄海でエビを買い付け，1934年設
立の南洋水産株式会社はフィリピンのザンボ
アンガ（ミンダナオ島）を根拠地にカツオ・
マグロ漁業を展開し，現地法人で缶詰加工を
行った。また，1929年設立の蓬莱漁業公司は
香港を拠点としてトロール，底引き網漁業を
展開し，1936年から大昌公司と提携して実
施したシンガポールを拠点とした事業では，
シャム湾，ベンガル湾，豪州沖などで操業す
るとともに，カラチ沖，ペルシャ湾でも試験
操業を行っている。
　以上のような積極的な海外事業の一方で，
全国的な販売組織の確立も目指され，具体的
には冷蔵部門の全国的な配置が進められた。

1936年には営業所３，販売所11，出張所28，
事業所12を設けるとともに，朝鮮，台湾，上
海などにも営業所１，出張所28，事業所12を
設けた。この鮮魚販売会社が1937年に共同漁
業に吸収され，その販売部門となる。同様に
前身を日本食料工業株式会社とする冷蔵部門
も東京本社に東京，大阪，戸畑の３事業所，
台湾，朝鮮を含めた９支店に出張所は24，製
氷冷蔵工場は206工場にのぼった。
　戦争が始まり，1942年の国家総動員法に基
づく水産統制令が施行され，同社も同業他社
とともに帝国水産統制株式会社へと組み込ま
れていく。また，1943年には日本海洋漁業統
制株式会社，1944年には南日本漁業統制株式
会社（主に台湾での事業）と相次いで統制会
社が設立され，その枠組みでの事業を営んだ。

　以上を模式化したものが第３図である。両
者ともに各地，各海域からの水産資源の調達
に積極的だったことがうかがえる。特に日本
水産は大洋漁業と同様に各地で事業を展開す
ると同時に，販売網と製氷冷蔵工場の設置な
ど資源の獲得から加工，販売に至るコールド
チェーンを内地にとどまらず広く海外におい
ても構築しようとしていたことが注目され
る。また，戦中期に入ると統制が進む中で，
日本軍向けの生産が行われるようになったこ

内
地

海
外 朝鮮　鮮魚

市場

e. 大洋漁業の海外フードチェーン模式図

運搬船

1907～

北洋　サケ・マス
1921～35 

1933～操業開始 
缶詰工場（北千島）

運搬船

南氷洋　捕鯨
1936～41

台湾　底びき
1925～ 
缶詰工場，トマトケ
チャップ工場など

満洲　内水
面漁業，底びき，
農畜産物

メキシコ　エビ
1938～

東南アジア　
マグロ・カツオ

1938～ 市
場

米国

注　図のチェーンとは別に満洲をはじめとした中国大陸で関連事業を展開し現地市場に食品等を供給した。

内
地

海
外

市場

f. 日本水産の海外フードチェーン模式図

トロール漁業
ほか

1928～ 
トンキン湾，ベーリング海，豪州沖，
カリフォルニア，アルゼンチンなど

南氷洋　捕鯨
1935～

北米，中国
大陸など

鮮魚販売会社・製氷冷蔵工場

市場
鮮魚販売会社・
製氷冷蔵工場

第３図　水産資源調達のフードチェーンの模式図
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とも，食料資源調達の項と同様に指摘するこ
とができる。

Ⅳ　商品輸出型チェーンの展開
　　（海外市場への供給）
　本章では海外の市場を指向するチェーンを
検討する。前章と同様に社史から状況を把握
することのできたキッコーマン，味の素，大
日本ビールを取り上げる。

１　�調味料企業の海外市場開拓：キッコーマ
ン，味の素の例

 （キッコーマン）
　第１に取り上げるのがキッコーマンであ
る。キッコーマンの社史『キッコーマン株式
会社80年史』（2000）および『キッコーマン
醤油史』（1968）から，同社の戦前の海外展
開を把握したい。同社の戦前の仕向地別出荷
量の最大が中国で、それにアメリカが続くと
いう状況が認められる（第３表）。また，こ
れとは別に植民地であった台湾と樺太（サハ
リン）にも移出されていたことが記されてい
る。台湾への移出は1902年ごろより始められ
たようで，その後1927年には特約店13店を
もって「亀甲萬醤油台湾移入組合」を結成，
29年には「亀甲萬醤油販売株式会社」となる。

一方，内地では1931年に大阪工場を竣工し，
台湾向けの販売を大阪出張所が所管し，神戸
から積み出した。1929年には640㎘であった
台湾への移出量は36年には3,200㎘と大きく
増加している。これは台湾南部へと市場が拡
大したことによるとされている。1937年以降
は統制の強化により，移出が減少し，1942年
の台湾総督府による「台湾醤油配給組合」の
設立に伴い，「亀甲萬醤油販売株式会社」は
43年に解散，台湾移出も44年をもって終了す
る。一方，樺太へは入植者向けの醤油を小樽
や函館から積み出していたが，戦時統制のも
とで1941年に「樺太キッコーマン醤油配給株
式会社」を設立し，配給統制に協力したとさ
れる。
　海外生産拠点については，1925年に同社の
所有となった仁川工場と京城工場にはじま
る。これらは元々1905年に設立された「日本
醤油株式会社」の工場で，1925年に同社の傘
下となったものである。この時，京城に朝鮮
支店を設け，それまでは特約店に依存してい
た満洲と朝鮮の醤油販売を同社が直接扱うよ
うになった。続いて1926年にはほまれ味噌を
買収し，奉天出張所とし，1936年には満洲国
法人「野田醤油股份有限公司」を設立する

（1938年に満洲野田醤油株式会社に改称）。こ
れは満洲国の建国以後の日本人移住者，駐留

第３表　キッコーマンの戦前の仕向地別輸出量（㎘）
1938年 1939年 1940年 1941年

アメリカ 3,024 3,680 2,367 1,280
（米本土） 1,500 1,951 1,217 418
（ハワイ） 1,524 1,729 1,150 862

カナダ 113 146 90 31
南アメリカ 66 27 55 16
オランダ 13 17 12 7

フィリピン 358 472 335 189
中国 3,324 3,956 3,335 2,732

委任統治諸島 447 527 538 508
合計 7,345 8,825 6,732 4,763

資料：キッコーマン株式会社80年史（原資料は野田醤油統計資料）
注：原資料単位はトン，１トン＝4.6石を基礎にklに換算したもの
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者の増加に対応するものであったとされる。
さらに1941年には北京工場を竣工させ，醤油
と味噌の製造を行った。また，同年には同社
において朝鮮，満洲，華北の事業を統括する
外地部を設けている。
　1942年以降は政府や軍からの国策への協力
が求められるようになり，国策事業としての
海外展開が中心となる。まず，1942年末に牡
丹江省（黒竜江省）寧安県に海林醸造工場を
建設し，翌年から出荷を始めたとされる。こ
れは満洲の軍需に対応するものであったとい
う。太平洋戦争の開戦後は占領地での醸造施
設の建設が求められるようになり，シンガ
ポール（工場開設1943年），クアラルンプー

ル（1943年），スマトラ島メダン（1943年），
同シボルガ（1944年）に工場を開設した。な
お，終戦時に保有していた海外生産拠点は第
４表の通りである。
 （味の素）
　第２は味の素で，『味の素沿革史』（1951），

『味に生きる』（1961），『味の素株式会社社史』
（1971），『味の素グループの100年史』（http://
www.ajinomoto.com/jp/aboutus/history/
story/）からその海外展開を把握する。商品
としての「味の素」の生産・販売が始まった
のが1909年，海外市場の開拓も早く，1910年
から台湾と朝鮮での販売を開始，1910年代半
ばには中国大陸へ進出する。また，1917年に

第４表　キッコーマンの終戦時の海外拠点の生産能力
醤油の生産能力：㎘ 味噌の生産能力：t 従業員数 現場作業員数

仁川工場 1,840 3,340 188 173
京城工場 2,008 49 42
奉天工場 1,830 3,300 246 220
海林工場 1,150 1,724 71 65
北京工場 630 1,658 159 150
昭南工場 3,590 4,200 441 430
クアラルンプール工場 110 972 52 50
メダン工場 1,200 1,200 357 350
シボルガ工場 350 27 25
朝鮮出張所（ソウル） 13
華北出張所（北京） 9 3
昭南出張所（シンガポール） 2
資料：キッコーマン株式会社80年史

第５表　味の素の輸移出高（トン）
年 台湾 朝鮮 満洲（関東州を含む） 中国 南洋 アメリカ　その他 計

1918 12 5 4 21
1922 29 17 10 10 1 2 69
1926 50 29 18 23 7 9 136
1927 58 40 21 27 9 11 158
1928 79 42 27 29 5 14 195
1929 102 48 30 66 4 9 258
1930 112 51 24 62 5 4 257
1931 113 58 24 39 5 4 243
1932 156 67 54 12 5 16 310
1933 175 80 94 34 15 37 434
1934 261 103 121 72 22 220 798
1935 359 136 155 90 36 231 1,006
1936 483 175 207 84 38 291 1,278
1937 546 218 278 98 29 341 1,510

資料：味の素グループの100年史

－13－

戦前の日本の食品企業の海外展開



はニューヨークに出張所を置いている。その
後第５表に示すように輸移出は拡大する。台
湾と朝鮮では特約店を通じた宣伝活動を展
開，1929年に台北事務所，1931年に朝鮮事務
所を設けている。台湾では食堂や屋台等で使
用され，現地の食生活に浸透したことが拡大
の背景にある。一方，朝鮮では当初内地から
の移住者の消費を前提にしており，現地での
需要が台湾ほどには大きくならなかった。中
国でも1918年に上海の疎開に出張所を開設
し，台湾同様の市場拡大を目指すが，折から
の日貨排斥運動を受けて，順調ではなかった。
満洲方面では1910年代に市場が形成されてく
るが，対象は日本人消費者であったという。
現地向けの需要の開拓が進むのは1920年代に
入ってからで，1925年に現地向けの新聞広告
や宣伝を開始したとある。さらに1927年には
大連に駐在所を置くとともに，現地の大連化
学工業所を買収，昭和工業株式社を設立して
現地生産に着手する。また，1927年にはシン
ガポール事務所と香港事務所を設置し，フィ
リピン，タイ，ビルマ，マレー方面，広東，
香港後面への販売拠点としたとある。主に華
僑を中心とした需要の獲得を目指したもので
あった。
　1930年に入るとアメリカ向け輸出が拡大す
るとともに，アジアでの販売組織の整備を進
める。具体的には1929年開設の台北事務所を
1934年に出張所に昇格させるとともに，1935
年には専売店制度を実施し，台湾市場を拡大
していく。満洲でもそれまでの在住日本人を
対象にしたものから，現地の人々を対象とし
た販売促進活動を展開することで市場の拡大
をみる。1931年には大連事務所を開設，現地
生産した商品を奉天市で包装して満洲各地へ
出荷する仕組みを整えた。満洲国の建国後は
1933年にハルビン事務所，奉天事務所を開設
し，台湾に次ぐ市場に成長する。なお，急速

な需要の伸びに大連工場の生産が追いつか
ず，日本からの貿易で賄ったため，移出量も
増えたとある。1935年には天津工業株式会
社を設立し，37年から工場が創業を開始す
る。さらに1939年には満洲農産加工業株式会
社を奉天に設立，当初は満洲，中国の需要の
みならず南方やアメリカにまで輸出する計画
であったというが，戦争が進行するとともに
原材料不足に悩まされることとなる。また，
1938年に天津味の素社，39年に上海味の素社
を現地法人として設立し，現地での販売をゆ
だねている。これに伴い天津出張所と上海出
張所は輸入業務に特化する。アメリカでの販
売は在米日系人を対象としたものであった
が，1930年以降積極的な販売促進活動も展開
する。30年代後半には日系，中国系の多い西
海岸諸州で需要が拡大し，1936年はロサンゼ
ルス事務所を開設している。
　中国での市場拡大に伴い，1939年には奉天
に新工場の建設を開始し，41年に創業を開始
する。しかし，戦争の進行とともに原料の確
保が困難な状況に陥る一方，占領政策の元で
軍の委託を受けて上海工場，香港工場を経営
する。さらに戦時下の川崎工場の生産事情の
悪化により，台湾への移出は1943年に停止，
販売会社も解散となる。同様に朝鮮でも供給
が困難になり1943年に販売会社は解散してい
る。中国でも1944年に上海工場の売却，1945
年２月に上海出張所の閉鎖（天津出張所は終
戦まで存続）と戦争の進行に伴って，海外事
業は縮小する。満洲やアメリカでも同様で，
1942年にはハルビン事務所，1943年には奉天
事務所が閉鎖，1944年に大連工場を満鉄に譲
渡，1945年３月に大連事務所が閉鎖となる。
1941年の在米日本資産の凍結により，対米輸
出が不可能になると，ニューヨーク出張所と
ロサンゼルス事務所を閉鎖している。

－14－

Journal of East Asian Identities Vol. 2 March 2017



２　�飲料企業の海外市場開拓：大日本麦酒の例
　最後に大日本麦酒である。同社は1906年に
大阪麦酒，日本麦酒，札幌麦酒が合併して
誕生した企業で，それぞれアサヒ，エビス，
サッポロの商標を引き継いでいる。ここでは

『大日本麦酒株式会社三十年史』（1936），『ア
サヒ100』（1990），『サッポロビール120年史』

（1996），からその海外展開を把握したい。合
併時の基本方針として，原料の国産化と輸出
拡大がうたわれている。前者は原料のみな
らず，製造設備の国産化を目指すものであ
り，後者は国内の麦酒販売の競争から脱する
必要，日露戦争の勝利による海外利権の拡大
を反映したものといえる。1906年の輸出量は
24,400石（約4400㎘）で，製造量の22％に達
したとされる。その後，日本のビール輸出は
昭和初めにかけて拡大する。第６表からは，
英蘭の植民地向け輸出も認められるが，主た
る輸出先は中国大陸であったことがうかがえ
る。同社の海外展開は第７表に示されるが，
海外製造拠点は1916年の買収による青島工場
が端緒となる。その後，上海や東南アジアで
工場を経営するが，その多くが日本軍の占領
に伴うものであった。また，並行して台湾や
満洲などアジア各地で合弁会社を置き，昭和
以降の海外展開は活発であったといえるが，

同様に占領政策の一環であるものも少なくな
い。
　そうした中で，1933年の朝鮮麦酒株式会社
の設立に着目したい。軍管理工場の受託など
の占領政策とは異なるためである。朝鮮進出
はその10年以前より計画されていたものが，
昭和初期の不景気により，遅延していたとい
う。その設立趣意書には日本からの麦酒の移
入税を回避すること，朝鮮における需要の増
加，満洲国への輸出，労働賃金の安さ，原料
大麦の栽培適地であることなどが挙げられて
いる。1934年に朝鮮麦酒の発売を開始し，そ
の製造量はピークの1939年に49,189石に達す
る（第８表）。また，出荷された製品のかな
りの部分は満洲向けであったという。一方，
1934年には麒麟麦酒との折半出資によって奉
天市に満洲麦酒株式会社を設立，1940年には
哈爾濱麦酒株式会社から販売を受託，1942年
には新京工場，43年には牡丹江工場の建設に
着手，1942年に大満洲忽布麦酒株式会社（ハ
ルビン市）に資本参加など，満洲での事業を
展開した（第７表）。この他，1938年には同
社が主体となって北京に北京麦酒株式会社を
設立，41年に工場建設に着手，44年７月に竣
工，10月に出荷を開始している。
　台湾においては1939年に麒麟麦酒，桜麦酒

第６表　日本のビールの仕向地別輸出量（石）
年 輸出高 仕向地

満洲 関東洲 支那 香港 英領印度 海峡植民地 蘭領印度 その他
1926 22,454 3,937 6,536 1,884 3,815 1,638 2,866 736
1927 37,303 5,918 17,626 2,701 4,459 2,214 3,637 748
1928 41,017 9,835 14,757 2,436 5,581 1,613 5,614 1,181
1929 39,156 12,200 8,591 2,291 8,069 1,303 4,941 1,761
1930 38,634 11,004 7,866 3,136 7,625 1,887 4,167 2,949
1931 36,637 9,030 7,349 2,312 7,551 1,501 2,828 6,066
1932 68,812 5,476 20,542 16,043 1,610 10,375 1,292 8,856 4,618
1933 132,373 15,988 37,944 12,647 1,676 16,255 1,317 29,944 16,602
1934 118,009 21,937 48,874 11,670 2,188 11,176 2,033 4,209 15,922
1935 135,107

資料：大日本麦酒株式会社三十年史
　　　　1935年は総量のみ
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第７表　終戦時の大日本ビールの海外拠点とその設立，開設年
設立・開設年 海外事業所・工場・軍受託工場名称 備考

1911頃 中支事務所 1942年改称，旧出張所
1916 青島工場 アングロ・ジャーマン・ブルワリーを買収
1916 北支事務所 1944年改称，旧青島出張所
1934 大連出張所 1941年改称，旧満洲出張所
1938 天津出所 1944年改称，旧出張員詰所
1939 北京出張所 1944年改称，旧北京出張員事務所
1939 上海工場 清涼飲料水工場
1940 南支出張所 1942年改称，旧軍管理広東ビール，飲料廠・受託
1941 満洲支店
1942 上海麦酒工場 軍管理ユニオンブルワリー会社工場・受託
1942 サンミゲルビール（株） マニラ，軍管理工場・受託
1942 比律賓製氷冷蔵（株） マニラ，サンミゲルビールの子会社
1942 南方事務所 シンガポール
1942 昭南工場 シンガポール，軍管理アーキペラゴビール会社・受託
1943 昭南サイダー工場 シンガポール，軍管理フレーザーアンドニーブ飲料水製造工場・受託
1943 メダン出張所
1943 メダンサイダー工場 スマトラ，軍管理フレーザーアンドニーブ飲料水製造工場・受託
1943 ブラスタギ駐在員詰所 スマトラ，元オランダ人バラ園
1943 シダマニック工場 スマトラ，受託
1944 クアラルンプールサイダー工場 マレー，軍管理フレーザーアンドニーブ飲料水製造工場・受託
1944 ペナンサイダー工場 マレー，軍管理フレーザーアンドニーブ飲料水製造工場・受託
1944 メダン製酒工場 スマトラ，軍管理工場・受託
1945 ペナン酒精工場 マレー，軍管理ゴム工場を転用

設立・開設年 海外合弁会社名称 備考
1922　応募 台拓化学工業（株） 嘉義

1933 朝鮮麦酒（株）京城出張所 1914年大日本麦酒出張所として設置
1934 満洲麦酒（株） 奉天，麦酒共販会社を通じて出資
1936 同上第１工場 奉天，大日本麦酒管理
1936 同上第２工場 奉天，麒麟麦酒管理

1944開設 製びん工場 奉天
1937 バリンタワク麦酒醸造（株） フィリピン，ブラカン州，本社及び工場
1938 北京麦酒（株） 北京　1944年工場竣工出荷開始

1939　応募 第二日本硝子（株） 京城
1939　応募 高砂麦酒（株） 台北　1919年設立
1940　応募 台湾硝子（株） 台北
1940　応募 哈爾濱麦酒（株） ハルビン

同上香坊工場 ハルビン
同上サニタス工場 ハルビン
綏芬河工場
牡丹江工場 1943年建設着手
一面坡工場 浜江省
新京工場 1942年建設着手

1941　応募 朝鮮酵母（株） 京城
1941　買収 日華醸造（株） 青島

1942 中華実業（株） 上海
1942 青島硝子工業（株） 青島

1942　応募 大満洲忽布麦酒（株） ハルビン
同工場 ハルビン

1943 康徳硝子工業（株） ハルビン
1943 桜葡萄酒（株） 通化，桜麦酒合併により継承
1943 中国麦酒（株） 上海，桜麦酒合併により継承
1943 上海麦芽製造（株） 上海，桜麦酒合併により継承
1943 （株）松華瓶蓋廠 上海，桜麦酒合併により継承

1944　応募 満洲酵母工業（株） 奉天
1944　買収 豊国醸造（株） 青島

資料：サッポロビール120年史
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とともに高砂麦酒株式会社の経営に参加す
る。その背景として同社史には以下が指摘さ
れている。高砂麦酒は1919年に台北市に設立
され，アメリカの禁酒法下で不要になったハ
ワイの麦酒工場の設備を購入し翌年から操業
を開始する。しかし，品質に問題があり，日
本からの移入ビールとの競争に勝てなかった
ことである。さらに，1937年には三井物産等
と共同で，フィリピン，マニラ北郊にバリン
タワク麦酒醸造株式会社を設立する。これは
当時フィリピンが国内産業保護のため，ビー
ルの輸入関税を大幅に引き上げようとしてい
たことに対応したものであるとされている。
日中戦争の始まりとフィリピンで経済的な力
を持つ華僑の対日感情の悪化の中，1938年に
BBBビールの商標でビールを発売する。その
後太平洋戦争が始まると社員の収監，日本軍
のマニラ占領後の製造再開，サンミゲルビー
ルの軍による接収とその経営受託，アメリカ
軍の反攻と終戦と推移する。以上のように同

社は海外市場向けの輸出を展開する一方で，
海外にも工場を展開したことがうかがえる。

　以上のキッコーマン，味の素，大日本ビー
ルの各社のフードチェーンを模式化したもの
が第４図である。予察的類型に示した内地か
ら海外市場へという骨格はいずれにおいても
認められる。また，３社ともに海外で工場を
展開しており，第１図中の商品輸出型の②の
タイプであるといえる。また，その市場も朝
鮮や台湾などの植民地だけでなく，中国大陸
や北米大陸，さらに東南アジアなどと広がり
をみせる。ただし，資源調達の項でみたとお
り，戦争が始まり日本軍が占領地を広げてい
く過程で，その影響下で事業を展開せざるを
得なかった側面も認められる。

Ⅴ　結論
　本研究は戦前の日本食品企業の海外展開を

第８表　朝鮮，満洲へのビール輸移出量と朝鮮麦酒，満洲麦酒のビール製造量の推移（石）

年 対朝鮮移出量 対満洲輸出量 朝鮮麦酒製造量 満洲麦酒第１
工場製造量 備考

1929 12,568 11,459
1930 11,161 9,602
1931 9,691 8,192
1932 9,282 15,587
1933 14,677 32,594
1934 7,261 41,800 8,274 朝鮮麦酒出荷開始
1935 242 47,213 18,734
1936 495 49,358 26,536 12,645 満洲麦酒工場稼働
1937 34,742 19,238
1938 40,594 41,561
1939 49,189 60,721
1940 35,333 60,542
1941 43,591 62,728
1942 45,521 73,045
1943 47,050 71,542
1944 49,659 58,626
1945 12,287 16,532

資料：�サッポロビール120年史（原資料は「大日本麦酒，工場別ビール製造量推移」及び「同ビール輸出関
係統計」）

注：輸移出量の1937年以降は資料なし

－17－

戦前の日本の食品企業の海外展開



フードシステム論を踏まえて把握し，フード
チェーンの類型を得ることを主眼とした。ま
ず，従来の研究を踏まえて大枠で２つの類型
を示した。内地市場に食料資源を供給するタ
イプのものと，海外市場への商品の供給を目
指すタイプである。次に，それぞれに複数の
企業の社史の記述から戦前の動向を検討した
結果，概ね２つの枠組みで把握できるものの，
実際には極めて多様なフードチェーンが構築
されていたことが明らかになった。個別の企
業の動向は第２〜４図に概略した。
　まず，予察的類型については当時の日本の
食品企業の海外展開を検討する上で，基本的
には有効な枠組みであるといえる。各企業の
動向をこの枠組みに従って把握することがで
きたからである。また，予察的類型の段階で
は工場の海外展開を想定したが，多くの企業
で海外工場を経営したことも確認できた。今
後はどの時期から工場を海外に展開したのか
などの分析の精緻化が必要である。また，工
場のみではなく海外での販売組織の展開など
もチェーンの構築の上での検討要素となる。
このようにそれぞれのケースは基本的には第
１図に示した予察的な類型の発展型として把
握することができる。その一方で，予察的類
型では想定し得ないタイプのチェーンの存在
を指摘することもできる。例えば日清製油や
日本油脂などでみられたように，直接海外市

場を目指した商品出荷，日本水産に見られる
ような製氷・冷蔵施設を用いた鮮魚のコール
ドチェーンを構築し，漁獲からその消費まで
のチェーン全体を経営しようとする動きなど
である。これは内地から海外，あるいは海外
から内地という２項対立的なフードチェーン
の構図ではなく，内地・海外の枠組みを問わ
ずに構築されたチェーンである。そこには海
外産地から海外市場という全く内地を経由し
ないチェーンの構築も含まれ，実際にそうし
た取り組みが戦前から展開されていたことを
指摘できる。
　一方，多くの食品企業が戦時体制，統制令
のもとでの海外展開を実施せざるを得ない状
況にあったことも指摘しておきたい。日本軍
による占領地の拡大に伴い，軍への様々な物
資の納入をこれらの企業が担ったことがうか
がえる。それは同時に，日本軍の後退ととも
にこれら占領地に展開した食品企業が少なか
らぬ人的，物的被害を被らざるをえなかった
ということでもある。また，予察的類型に照
らし合わせるなら，軍への供給などは第１図
③のタイプに相当すると考えられる。第Ⅳ章
第１節にみたように，日本の食品企業が当初
は現地の日本人の需要に対応するべく進出し
たものの，その後現地市場への供給にシフト
していったこと，第Ⅲ章にみたように資源調
達型の企業も積極的な海外市場への供給を展

市場市場

工場

g. キッコーマンの海外フードチェーン模式図

工場

台湾，樺太，中国，
北米など
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1925～仁川工場 
1941～北京工場
など

野田工場など

内
地

海
外

市場
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h. 味の素の海外フードチェーン模式図

工場

台湾，朝鮮，中国，
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1941～奉天工場など

逗子工場，川崎工場など
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i. 大日本麦酒の海外フードチェーン模式図

台湾，朝鮮，満洲，
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1916～青島工場 
1933～朝鮮麦酒（株）
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など

逗子工場，川崎工場など

現地会社・
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内
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第４図　商品輸出型のフードチェーンの模式図
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開したこととを踏まえれば，戦時体制下の動
きはそれまでの展開の延長線上に簡単に位置
付けるわけにはいかない。こうした側面の検
討は決して十分に進んでいるわけではない。
他日を期したい。
　今日，日本の食品企業の海外展開は世界的
な和食ブームの広がりとともに注目されるこ
とも少なくない。しかし，その端緒は戦前に
求めることができ，日本の植民地政策さらに
は占領政策とも少なからぬ関係を持ちつつ展
開していたのである。また，当時日本の食品
企業が築き上げたフードチェーンは敗戦とと
もに失われてしまうわけであるが，今日とも
比肩しうる世界大の広がりと東アジアにおけ
る強い影響力を有していたことがうかがえ
る。個別の企業を取り上げた事例研究の深化
が目指される。

付記
　本研究は戦前期の日本食品企業の海外展開
を社史を通じて検討するものである。このた
め，「朝鮮」「台湾」は原典の表記に基づき当
時の植民地の呼称として使用した。同様に「満

洲／満洲国」や「支那」「奉天（瀋陽）」「新
京（長春）」などについても原典の表記をそ
のまま使用した。 また，「ハルビン／哈爾濱」
の表記については，地名としては「ハルビン」
を用いたが，企業名や事務所名などの固有名
詞として用いられる際には原典とした社史の
表記に従った。例えば「哈爾濱麦酒株式会社」

「（明治製糖）哈爾濱駐在所」「（豊年製油）ハ
ルビン駐在所」「（味の素）ハルビン事務所」
などである。
　なお，研究を進めるにあたって愛知大学中
部地方産業研究所に所蔵の資料を利用させて
いただいたほか，同大学の駒木伸比古准教授
には様々な便宜を図っていただいた。記して
感謝申し上げる。
　本研究を進めるに当たって科研費・挑戦的
萌芽研究「近代日本における工業労働者への
食料供給と植民地経営をめぐる地理学的研
究」研究代表者：荒木一視を使用した。なお，
内容の一部は2015年10月のThe 10th China-
Japan-Korea Joint Conference on Geography

（華東師範大学・上海）にて発表した。

注
１）	 それは対米生糸輸出と棉花の輸入，アジアの

英植民地への綿製品輸出と工業原料の輸入か
らなる対英帝国貿易，および工業製品の輸出
と食料輸入により構成される東アジア貿易か
らなる三環節論（名和，1937，1948）とは異
なる観点である。

２）	 戦前の文脈において，「海外」は内地に対する
言葉として使用した。ここでは，海外市場に
は外国や海外植民地を含む。

３）	 こうした点が本研究の食品に着目する意義の
一つでもある。

４）	 フードシステムやフードチェーンの概念，用
語法については様々なものがあるが，ここで
はBowler（1992，p.12）及び荒木（2002，p.31）
に従った。

５）	 無論，同様の文脈において国内市場への供給

を前提に国内に工場を設置するもの，海外市
場への供給を前提に国内に工場を置くものと
いう下位区分を設定することも可能である。
ただし，国内市場向けに国内に工場を置くの
は日本企業として当然と考えられるので，本
研究の文脈の中では特に重視するものではな
い。

６）	 ちなみに設立総会が開催されたのが東京地学
協会会館である。

７）	 台湾の油粕販売高が台湾需要の６割になった
こともあるという。

８）	 1940年には油脂事業を終え大連農薬株式会社
と社名変更し農薬の製造を開始する。
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